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〔研究報告〕

弘前医療福祉大学紀要　5（1）, 59−67, 2014

青森県の小・中・高校におけるメンタルヘルス問題と
精神保健教育の現状に関する調査研究

板山　　稔１）、高田絵理子１）、小玉　有子２）、田中　留伊３）

要　　　旨

　本研究は、青森県内の小・中・高校におけるメンタルへルスの問題とその対応、精神保健教育の実施
状況を明らかにすることを目的とした。県内の小・中・高校の全校を対象に質問紙調査を行い、小学校
193校、中学校103校、高校53校の回答を比較した。「発達・学習の障害」「不登校」「いじめ」は各校とも
に高い割合で認められ、「幻聴や独語・妄想」「抑うつ状態・うつ病」は学校が進むにつれて発生する割合
が高くなっていた。小・中学校では精神病様症状の対応に困難を感じていたが、精神科医療機関への相
談件数は少なかった。また、精神疾患について具体的に学ぶ取り組みをしているのは高校の 3 校だけで
あったが、各校ともにその必要性を感じていることが明らかになった。児童・生徒のメンタルヘルス問
題に対応するためには、早期介入とともに、学校における精神保健教育を推進し、一次予防としてメン
タルヘルスリテラシーを高めていくことが重要である。
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Ⅰ．緒　言

精神疾患により医療機関を受診している患者数は近年
増加し、平成23年は320万人となっている 1）。精神疾患
はあらゆる年齢層においてその疾病による負担が大き
く、生活の質の低下や社会経済的損失の大きさも指摘さ
れている 2）。医療計画の 4 疾病（がん、脳卒中、急性
心筋梗塞、糖尿病）に精神疾患が加えられたことから、
各都道府県では医療計画を見直し、精神疾患に対する予
防や普及啓発、受診へのアクセス向上、治療・回復・社
会復帰に向けた関係機関の連携などの取組みが行われて
いるところである。しかし、一般市民の精神疾患に対す
る知識や態度は、身体疾患に比べると誤解や偏見も多
く 3）4）5）6）、予防や普及啓発は十分ではない。

このような状況の中で、最近では精神疾患や精神障
害の正しい知識と理解を深めていくために、メンタルヘ
ルスリテラシーという用語が用いられるようになってき
た 7）8）9）。メンタルヘルスリテラシーとはメンタルヘル
スに関する知識、理解、教養、信念、態度を意味し、心
の不調に対する気づきや対処、予防行動につながるもの
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である10）。精神疾患に関する普及啓発の重点的課題とし
て、学校の生徒等の若年層とそれを取り巻く者を対象
に、適切なメッセージと媒体による普及啓発を行うこと
の重要性11）が指摘されていることから、子どもたちの
メンタルヘルスリテラシーを高めることが期待される。

一方、思春期の年代には、成人期に顕在化する精神疾
患の前駆症や精神病様症状体験（Psychotic-Like Expe-
riences；PLEs）が存在していることが報告されてい
る 12）13）14）。また、早期の介入が発症後の予後に影響を
与えるということから、前駆症が疑われる精神状態を
アットリスク精神状態（At Risk Mental State；ARMS）
として概念化し、発症前の早期介入を行う有効性も指摘
されている15）。

若年層のメンタルヘルスリテラシーを高めていく教育
を行うことは、精神疾患や精神障害に対する誤解や偏見
を防止するだけでなく、自分自身や周囲の人の心の変調
に早期に気づき適切に対処していくという早期介入の実
現にもつながる 16）17）。精神疾患の普及啓発と早期介入

（早期相談・早期支援）を目標に、今後は学校教育にお
いて精神保健に関する教育を推進していくことが重要と
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なると考える。そのためには、児童・生徒にどのような
メンタルヘルスの問題が生じているかを明らかにすると
ともに、教育現場での対応状況、精神保健教育の実際の
取組み、ニーズや導入課題などを把握することが必要で
ある。しかし、先行研究では地域を限定した調査研究18）19）

や対象校を絞った全国調査 20）は散見するものの、青森
県の現状を把握し検証するものはない。本研究は、青森
県内の小学校・中学校・高校におけるメンタルへルスの
諸問題とその対応状況、精神保健に関する教育の実施状
況を明らかにすることを目的とし、児童・生徒に対して
精神保健教育を進めていくための課題について考察する。

Ⅱ．研究方法

1．調査対象
青森県内の小学校（322校）、中学校（165校）、高校

（85校）の全校（合計602校）を調査対象とした。
2．調査方法

無記名の自記式質問紙を作成し、郵送法による調査を
実施した。質問紙のほか、調査の目的や倫理的配慮の方
法について記載した説明文書と返信用封筒を同封し、各
校の学校長宛てに送付した。質問紙は学校長から養護教
諭か保健主事に渡してもらい、回答後に返信用封筒で直
接投函してもらうように依頼した。調査は平成24年11
月から12月にかけて実施した。
3．調査内容
1）対象校および回答者の属性

学校の規模、立地の人口規模、メンタルヘルスに関す
る職員配置、回答者の役職などを調査項目とした。
2）メンタルヘルス問題と対応の状況

メンタルヘルス問題として、12項目（「いじめ」「不登
校」「被虐待」「飲酒・喫煙・薬物乱用」「発達・学習の障害」

「拒食・過食」「確認行為」「対人恐怖・パニック発作」「抑
うつ状態・うつ病」「幻聴や独語、妄想」「リストカット・
自傷行為」「暴力・興奮」）の有無と対応状況を調査した。
対応状況は、1（全く対応できていない）～4（十分に対
応できている）の 4 段階の回答とした。また、外部機関
との相談の有無と相談件数、連携の状況について調査し
た。
3）精神保健教育に関する取組み

児童・生徒、教職員、保護者に対する精神保健教育の
取組みとして、7 項目（「こころの成長発達」「ストレス
とその対処」「アルコール・タバコ・薬物等の乱用」「ダ
イエットや過食・拒食」「自殺や自傷行為」「うつ病や統
合失調症などの精神疾患の理解」「いじめ」）の実施の有
無を質問した。精神保健教育の必要性については 4 項目

（「ストレスの対処や心の健康」「精神疾患や精神障害に

ついての理解」「精神疾患体験者による講演や交流体験」
「精神科医療機関や相談機関、社会復帰施設などの見
学」）の内容を調査し、1（全く必要ない）～4（大いに
必要）の 4 段階の回答とした。また、精神保健教育の実
施に関する課題として、8 項目（「実施時間の調整」「講
師の人選」「資料・教材等の準備」「教育委員会の了承」「教
職員の理解・協力」「保護者・PTAの理解・協力」「経費
の確保」「外部専門機関の協力」）の有無を調査した。
4．分析方法

単純集計の結果を比較するとともに、学校種別、学校
規模、スクールカウンセラーの有無とメンタルヘルス問
題の対応状況についてはMann-WhitneyU検定、Kruskal 
Wallis検定を用いて分析した。以上の分析にはSPSS17.0J
を使用した。
5．倫理的配慮

調査対象の匿名性を確保するため、質問紙は無記名と
した。調査の目的、調査協力の任意性、不利益の有無、
匿名性の確保とデータの管理方法等について記載した説
明文書を質問紙に同封し、返信をもって同意を得たもの
と判断した。また、本研究は弘前医療福祉大学研究倫理
委員会の承認を得て実施した。

Ⅲ．結　果

1．対象の属性
回収数は小学校 193（回収率 59.7％）、中学校 103

（62.4％）、高校53（62.3％）、であった（表 1）。学校の
規模は小・中学校の半数以上が200人以下の学校であり、
学校が立地する人口規模は人口10万人以上、人口10万
人未満の市、町・村にそれぞれ分散していた。常勤もし
くは非常勤でスクールカウンセラーが配置されている学
校は、小学校14.0％、中学校49.5％、高校17.0％であった。
回答者の多くは養護教諭、もしくは養護教諭として保健
主事を兼務している者であった。
2．メンタルヘルス問題と対応

メンタルヘルス問題の中で、「発達・学習の障害」は小・
中・高校とも75％以上の学校に認められた（表 2）。そ
の他に50％を超える問題としては、小学校では「不登校」

（53.9％）、中学校では「不登校」（88.3％）、「いじめ」
（64.1％）、「リストカット・自傷行為」（61.2％）があり、
高校では「不登校」（90.6％）、「リストカット・自傷行為」

（84.9％）、「いじめ」（69.8％）、「抑うつ状態・うつ病」
（66.0％）、「飲酒・喫煙、薬物の乱用」（54.7％）が認め
られた。また、小学校においても「対人恐怖・パニック
発作」（7.8％）、「抑うつ状態・うつ病」（5.7％）、「飲酒・
喫煙、薬物の乱用」（5.2％）、「拒食・過食」（4.7％）など
が認められた。「幻聴や独語・妄想」については、小学
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1

 

表１　対象の属性

2 表２　メンタルヘルス問題と対応状況
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校の3.6％、中学校の11.7％、高校の20.8％に認められた。
あると回答した問題に対して、「まったく対応できて

いない」「あまり対応できていない」と回答した割合が
高いものとしては、小学校では「抑うつ状態・うつ病」

（36.4％）「拒食・過食」（33.3％）、中学校では「幻聴や独
語、妄想」（45.5％）「抑うつ状態・うつ病」（44.1％）、高
校では「被虐待」（44.4％）、「確認行為」（33.3％）であっ
た。

対応の 4 段階評価については、学校種別では「いじめ」
（χ2＝11.29）「被虐待」（χ2＝6.67）「発達・学習の障害」（χ2

＝15.59）「抑うつ状態・うつ病」（χ2＝10.97）で有意差
が認められた（p＜.05）。学校規模、スクールカウンセ
ラーの有無に関しては、有意差は認められなかった。
3．相談・連携の状況

過去 1 年間の外部機関への相談は、各機関ともに相談

実績がない割合が高かった（表 3）。「精神科医療機関」
への相談では、小学校 14.9％、中学校 26.2％、高校
41.5％が相談したことがあり、学校が進むにつれ精神科
医療機関への相談が増加していた。外部機関との連携に
ついては、小学校28.3％、中学校24.7％、高校36.5％は、
あまり連携がとれていないと感じていた。
4．精神保健教育の実施状況

児童や生徒を対象にした精神保健教育では、「アルコー
ル・ タ バ コ・ 薬 物 等 の 乱 用 」 に つ い て は、 小 学 校
68.9％、中学校94.2％、高校88.7％で実施されていた（表
4）。「こころの成長発達」については、小学校64.8％、
中学校61.2％、高校54.7％で実施されていた。「うつ病
や統合失調症などの精神疾患の理解」については、小・
中学校ともに実施されている学校はなく、高校でも5.7％

（3 校）だけであった。一方、教職員や保護者を対象に

3

4

表３　過去1年間の外部機関への相談件数

表４　精神保健教育の実施状況　（複数回答）
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した内容については、「実施していない」という回答が
最も多く、その理由としては「他の業務が忙しくてでき
ない」という回答が小・中・高校ともに最も多かった。
5．精神保健教育のニーズと課題

児童・生徒に対する教育プログラムでは、「ストレス
の対処や心の健康について理解する」は、「大いに必要」

「ある程度必要」という回答が小・中・高校ともに95％
を超えた（表 5）。「精神疾患や精神障害について具体的
に学ぶ」ことについては、小学校は35.5％と低かったが、
中学校60.8％、高校66.0％は必要性を感じていた。「精
神疾患体験者による講演や交流体験」ことについては、
小学校16.8％、中学校28.7％、高校34.0％であった。ま

た、「精神科医療機関や相談機関、社会復帰施設などの
見学」についても、小学校16.8％、中学校19.8％、高校
34.0％にとどまり、必要性を感じる回答は少なかった。

教職員や保護者に対するプログラムでは、「精神疾患
や精神障害について具体的に学ぶ」は小・中・高校とも
に必要性を感じる回答が多かった。「精神疾患体験者に
よる講演や交流体験」「精神科医療機関や相談機関、社
会復帰施設などの見学」は、中・高校の教職員を対象と
するプログラムに必要性を感じる回答が多かった。

精神保健教育を実施するうえでの課題については、「実
施時間の調整」「講師の人選」が小・中・高校ともに
70％を超えた（表 6）。

5

6

表５　精神保健教育のニーズ

表６　児童・生徒を対象にした精神保健教育の課題（複数回答）



− 64 −

Ⅳ．考　察

1．メンタルヘルス問題と対応
教育現場では、以前からいじめや不登校の問題につい

ての対応は取組まれてきたが、最近では発達障害の児
童・生徒への対応が大きな課題となっている20）。本研究
の結果でも、「発達・学習の障害」「不登校」「いじめ」は
高い割合で認められた。

一方、幼少期からの発達の障害、成長発達に伴う心の
変化や対人関係に由来するストレスなどの心理社会的要
因とは別に、従来では成人期に顕在化すると考えられて
いた精神疾患に関連する症状を呈する児童・生徒の存在
も指摘されている。精神病初回エピソード前の初回前駆
症が疑われる精神状態をアットリスク精神状態（At 
Risk Mental State；ARMS）として概念化し、高頻度に
見いだされる前駆症状として不安、緊張、圧迫感、抑う
つ、罪業感、落ち着きのなさ、被害関係念慮、睡眠障害、
社会的ひきこもりなどが提起されている15）。縦断的疫学
研究では、対象群の約14％が11歳までに精神病様症状
体験（Psychotic-Like Experiences；PLEs）を体験し、
この体験は成人期以降の精神病性疾患の発症を予測する
ことも示唆されている12）。中学生を対象にしたわが国の
大規模な思春期PLEsの疫学研究では、約15％にPLEs
が認められ21）、PLEsが衝動的暴力行為、衝動的自傷行
為、希死念慮、アルコールの使用、ダイエット目的の嘔
吐などとも関連することが指摘されている14）。

本研究では、「幻聴や独語・妄想」については小学校
3.6％、中学校11.7％、高校20.8％に認められたほか、「抑
うつ状態・うつ病」は小学校5.7％、中学校33.0％、高
校66.0％に認められ、学校が進むにつれてその割合は大
きく上昇していた。また、「リストカット・自傷行為」
や「抑うつ状態・うつ病」は中学校にかけてその割合が
大きく上昇していることなどからも、精神病様症状体験
と関連するメンタルヘルス問題が特に中学生から高校生
にかけて増加することが分かる。

メンタルヘルス問題に対する学校の対応については、
「まったく対応できていない」「あまり対応できていない」
という割合が高いものとして、小学校では「抑うつ状態・
うつ病」「拒食・過食」、中学校では「幻聴や独語、妄想」

「抑うつ状態・うつ病」といった精神病様症状への対応
が含まれていた。一方、高校では、「幻聴や独語、妄想」

「抑うつ状態・うつ病」といった精神病様症状への対応
については、「ある程度対応できている」と回答する割
合が高くなっている。メンタルヘルスの問題に対して
は、養護教諭を中心に担任、生徒指導担当教諭、スクー
ルカウンセラー等が協働して対応しているものと考え
る。しかし、精神病様症状に対しては、 「不登校」や「い

じめ」のように教育的な相談や指導では対応に限界があ
る。小・中学校の段階から、精神病理的な背景を含めて
児童・生徒の状態を判断しながら、対応について検討し
早期に介入していくことが求められる。
2．早期介入とメンタルヘルスリテラシー

前述したARMS、PLEsは、統合失調症の予防に対す
る早期介入の研究から生まれてきた。発症から治療開始
までの期間を未治療期間（Duration of Untreated Psy-
chosis；DUP）とし、DUPの短いものは治療への反応
性が高く予後が良好であるという研究が多数報告され
た22）23）24）。イギリスではDUPを短縮することを目標に、
専門チームによる初回エピソード精神病体験者への早期
介入サービスや児童・思春期精神保健サービスなどが、
国家保健サービス計画のもと提供されてきた25）。この児
童・思春期精神保健サービスは、学校や保健センターで
も行われている。

わが国では、児童・生徒の様々な健康問題に対する教
育を充実させるために、文部科学省が平成16年度から

「学校・地域保健連携推進事業」を行っている20）。メン
タルヘルスの問題に対しても、学校と地域保健等との連
携を推進するためのシステム構築やネットワークの推進
を図っているが、取組みの実際は都道府県により差があ
る。本調査の結果では、外部の医療機関や相談機関との
連携について、小学校28.3％、中学校24.7％、高校36.5％
はあまり連携がとれていないと感じていた。また、精神
科医療機関への相談では、小学校85.1％、中学校73.8％
が相談したことがないと回答していた。高校では41.5％
が精神科医療機関に相談したことがあると回答していた
が、年間の相談件数は 1～2 件の学校がほとんどであり、
メンタルヘルスの問題に対する専門機関との連携の乏し
さが示唆された。

このような背景には、児童・生徒のメンタルヘルス問
題を精神病理として捉え、早期介入していくことへの抵
抗感やためらい、自信のなさが影響していることが推察
される。精神疾患に対しては偏った認識やスティグマも
根強く存在しているため、教育的相談や指導を超えて精
神科医療機関や精神保健の専門機関と連携することにつ
いては、児童・生徒、保護者、教職員の理解を得ること
が困難な場合もある。実際にARMS、PLEsの体験者が
すべて精神疾患を発症するわけではなく、その中にはい
わば疑陽性も存在することから、事を大きくせずにでき
るだけ経過を見守りたいという心理が支援側に働くこと
が考えられる。しかし、メンタルヘルス問題に関する早
期介入の目的は、決して「病気探し」や「病人探し」で
はなく、早期相談・早期支援の体制を整えることである。
心の不調のサインを理解し、自らあるいは周囲の人がそ
のサインに気づき、適切な相談や支援を受けられる体制
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を確立することは予防や予後の観点から重要である。そ
のためには、メンタルヘルス問題に対応するシステム構
築やネットワークの推進を図る二次的予防の確立だけで
は不十分であり、児童・生徒自身のメンタルヘルスに関
する知識、理解、教養、信念、態度を高め、心の不調に
対する気づきや対処、予防行動へとつながる支援が必要
とされる。このようなメンタルヘルスリテラシーを高め
ていく教育を一次予防的な活動として位置づけ、学校に
おける精神保健教育を推進していくことが急務であると
考える。
3．精神保健教育における課題

精神疾患に対する早期介入の重要性から、諸外国では
学校教育での精神保健教育の実践例が数多く存在する。
中でもオーストラリアにおける学校精神保健増進プロ
ジェクト（Mind Matters）26）27）は、11歳から17歳まで
の中等教育で行われ、テキストを用いながら統合失調症
や気分障害、摂食障害などの精神疾患についての知識や
考え方、援助や支援を求める方法などを学び、精神疾患
をもつ当事者の話を聞く体験もある。

わが国の児童・生徒に対する精神保健の教育について
は、平成10年度改訂の学習指導要領の中で「心の健康」
やそのための「ストレスへの対処」が示され、主に保健の
授業の中で展開されてきた28）。しかし、その内容はスト
レスの理解と対処などに限定されたものである。教育課
程の中に精神保健教育が明確に定められていない現状で
は、精神疾患に対する知識や対応に関する教育は、ごく
一部の学校で先駆的に取り組まれているにすぎない 9）29）。
精神保健にかかわる職能団体30）やNPO法人31）、製薬会
社 32）などが、児童・生徒を対象にした精神保健教育プ
ログラムを展開させている例もあるが、ごく一部の取組
みにとどまっている。

本調査の結果では、うつ病や統合失調症などの精神疾
患について具体的に学ぶ取組みをしている学校は小中学
校ではなく、高校でもわずか 3 校（5.7％）であった。一
方、児童や生徒が「精神疾患や精神障害について具体的
に学ぶ」ことについては、小学校35.5％、中学校60.8％、
高校66.0％が必要性を感じていた。しかし、現実的には

「実施時間の調整」や「講師の人選」について課題を感じ、
実現には至っていない。実施時間の調整については、児
童・生徒の学力の低下が問題視される中、学校現場では
授業時間数の確保に追われている状況が推察される。精
神保健教育の重要性に対する教職員の意識統一を図りな
がら、保健や総合的な学習時間を柔軟に活用していくこ
とが望まれる。また、メンタルヘルスの問題については
養護教諭が中心的な役割を担うことが期待されているが、
養護教諭の負担や困難の大きさも報告されている20）33）。
精神保健教育における講師については、医師や看護師、

精神保健福祉士、心理士など地域の精神保健の専門職を
積極的に起用することにより、専門性の高い講師の人材
の確保だけでなく、その後の相談・支援の地域連携を深
めることにもつながると考える。

児童・生徒に対する「精神疾患体験者による講演や交
流の体験」「精神科医療機関や相談機関、社会復帰施設
などの見学」については、その必要性を感じる回答は少
なかった。しかし、精神疾患に対する正しい理解を深
め、偏見のない態度を形成するとともに、心の不調に対
する気づきや対処などの予防行動にまでつなげていくた
めには、単なる知識の獲得だけでなく、当事者との交流、
医療機関や相談施設の見学なども取り入れた体験的な教
育内容も必要であると考える。複雑化、深刻化、低年齢
化する児童・生徒のメンタルヘルス問題に対応するため
に、児童・生徒のメンタルヘルスリテラシーを高めてい
くような精神保健教育の充実が学校に期待される。一
方、授業や行事運営等による多忙の中で、精神保健教育
を学校の自助努力だけに求めるのは限界である。青森県
の医療計画の施策として、「学校等教育機関における精
神保健福祉の教育」があげられていることから、今後は
学校内の取組みをバックアップする県や教育委員会の支
援体制と関係機関の連携体制の充実が望まれる。

Ⅴ．結　論

青森県内の小・中・高校の全校を対象に郵送法による
質問紙調査を行い、メンタルヘルスの問題と対応、相談・
連携の状況、精神保健教育に関する取組みについて調査
した。「発達・学習の障害」「不登校」「いじめ」は各学校
とも高い割合で認められ、精神病様症状の「幻聴や独
語・妄想」「抑うつ状態・うつ病」は学校が進むにつれ
て発生の割合が高くなっていた。メンタルヘルス問題に
対する学校の対応について、小学校、中学校では「抑う
つ状態・うつ病」「幻聴や独語、妄想」など精神病様症
状体験の対応に困難さを感じていた。精神科医療機関へ
の相談実績は各校とも少なく、精神疾患について具体的
に学ぶ取組みをしている学校は高校の 3 校（5.7％）だけ
であった。各学校とも児童や生徒が精神疾患や精神障害
について具体的に学ぶ必要性を感じていたが、「実施時
間の調整」や「講師の人選」に課題を感じていた。複
雑・深刻化、低年齢化する児童・生徒のメンタルヘルス
問題に対応するために、二次予防として早期介入の体制
を確立するとともに、一次予防として児童・生徒のメン
タルヘルスリテラシーを高めていくことが重要である。

（受理日　平成26年2月19日）
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Survey-based research on mental health issues and current state of mental health education 
within elementary, junior high, and high schools in Aomori Prefecture
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Abstract
　　The purpose of the present study was to clarify mental health issues and responses thereto within 
elementary, junior high, and high schools in Aomori Prefecture, and to clarify the current state of mental 
health education therein. A questionnaire survey was performed of prefectural elementary, junior high, 
and high schools, and comparison was made of responses from 193 elementary schools, 103 junior high 
schools, and 53 high schools. A relatively high percentage of the following were found for each school: 
“developmental or learning disability,” “school non-attendance,” “bullying.” As students progressed 
through their school years, there was a higher percentage of “auditory hallucination and monologue, 
or delusions,” and “depressed moods, or depression.” Although at elementary and junior high schools, 
difficulties were felt regarding responses to psychotic-like symptoms, there were few consultations with 
mental health institutions. Further, while there were only 3 high schools where concrete engagements 
were underway in learning about mental illnesses, our study made clear that each school recognized the 
necessity of such learning. In order to respond to mental health problems of children and students, early 
intervention is of great importance, and there further is a need to promote mental health education within 
schools, and to raise mental-health literacy as a means of primary prevention.

Key words : mental-health, psychotic-like symptoms, mental health education, mental-health literacy, 
 primary prevention




